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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力信号を出力信号に増幅するための複合電力増幅器（１００）であって、
　前記入力信号を受け取るための入力ポート（１７０）と、
　前記出力信号を提供するための出力ポート（１８０）と、
　少なくとも２つのサブ増幅器（１１１、１１２）を備えた第１のセット（１１０）のサ
ブ増幅器であって、前記少なくとも２つのサブ増幅器（１１１、１１２）が第１の送信線
路（１５１）のテーパに沿って配置され、前記第１の送信線路（１５１）が前記第１のセ
ット（１１０）のサブ増幅器および前記出力ポート（１８０）に接続される、第１のセッ
ト（１１０）のサブ増幅器と、
　少なくとも２つのサブ増幅器（１２１、１２２）を備えた第２のセット（１２０）のサ
ブ増幅器であって、前記少なくとも２つのサブ増幅器（１２１、１２２）が第２の送信線
路（１５２）のテーパに沿って配置され、前記第２の送信線路（１５２）が前記第２のセ
ット（１２０）のサブ増幅器および前記出力ポート（１８０）に接続される、第２のセッ
ト（１２０）のサブ増幅器と
　を備え、前記複合電力増幅器（１００）が、前記入力信号の振幅に関連する第１の遷移
点を使用して構成され、
　前記複合電力増幅器（１００）が、
　少なくとも２つのサブ増幅器（１３１、１３２）を備えた第３のセット（１３０）のサ
ブ増幅器であって、前記少なくとも２つのサブ増幅器（１３１、１３２）が第３の送信線
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路（１５３）のテーパに沿って配置され、第３の送信線路（１５３）が前記第３のセット
（１３０）のサブ増幅器および前記出力ポート（１８０）に接続される、第３のセット（
１３０）のサブ増幅器
　を備え、
　前記複合電力増幅器（１００）が、前記第１のセット（１１０）のサブ増幅器のみが前
記第１の遷移点より下で、または、前記第３のセット（１３０）のサブ増幅器のみが前記
第１の遷移点より下で動作するように構成される、
複合電力増幅器（１００）。
【請求項２】
　前記複合電力増幅器（１００）が、前記入力信号の振幅に関連する第２の遷移点を使用
して構成され、前記複合電力増幅器（１００）が、
　前記第１のセットおよび第３のセット（１１０、１３０）のサブ増幅器のみが前記第１
の遷移点から前記第２の遷移点まで動作し、また、
　前記第１のセット、第２のセットおよび第３のセット（１１０、１２０、１３０）のサ
ブ増幅器のみが前記第２の遷移点より上で動作する
　ように構成される、請求項１に記載の複合電力増幅器（１００）。
【請求項３】
　前記複合電力増幅器（１００）が、前記出力ポート（１８０）で前記第１のセット（１
１０）のサブ増幅器によって増幅される信号の同相結合を得るために、前記第１のセット
（１１０）のサブ増幅器によって受け取られる信号の時間遅延分布を前記第１の送信線路
（１５１）に整合させるように構成される、請求項１または２に記載の複合電力増幅器（
１００）。
【請求項４】
　前記複合電力増幅器（１００）が、前記出力ポート（１８０）で前記第２のセット（１
２０）のサブ増幅器によって増幅される信号の同相結合を得るために、前記第２のセット
（１２０）のサブ増幅器によって受け取られる信号の時間遅延分布を前記第２の送信線路
（１５２）に整合させるように構成される、請求項１から３のいずれか一項に記載の複合
電力増幅器（１００）。
【請求項５】
　前記複合電力増幅器（１００）が、前記出力ポート（１８０）で前記第３のセット（１
３０）のサブ増幅器によって増幅される信号の同相結合を得るために、前記第３のセット
（１３０）のサブ増幅器によって受け取られる信号の時間遅延分布を前記第３の送信線路
（１５３）に整合させるように構成される、請求項２から４のいずれか一項に記載の複合
電力増幅器（１００）。
【請求項６】
　前記複合電力増幅器（１００）が、
　少なくとも２つのサブ増幅器（１４１、１４２）を備えた第４のセット（１４０）のサ
ブ増幅器であって、前記少なくとも２つのサブ増幅器（１４１、１４２）が第４の送信線
路（１５４）のテーパに沿って配置され、前記第４の送信線路（１５４）が前記第４のセ
ット（１４０）のサブ増幅器および前記出力ポート（１８０）に接続され、前記複合電力
増幅器（１００）が、前記第４のセット（１４０）のサブ増幅器が、前記入力信号の振幅
に関連する第３の遷移点より上で動作するように構成される、第４のセット（１４０）の
サブ増幅器
　を備える、請求項１または２に記載の複合電力増幅器（１００）。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれか一項に記載の複合電力増幅器（１００）を備えるユーザ機器
（１０００）。
【請求項８】
　請求項１から６のいずれか一項に記載の複合電力増幅器（１００）を備える無線ネット
ワークノード（２０００）。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書における実施形態は、電気通信システムなどの無線通信システムのための複合
電力増幅器に関する。詳細には、入力信号を出力信号に増幅するための複合電力増幅器が
開示される。さらに、複合電力増幅器を備えた無線ネットワークノード、および複合電力
増幅器を備えたユーザ機器が開示される。
【背景技術】
【０００２】
　電力増幅器は、通信システム、例えばセルラ無線ネットワークの無線基地局およびセル
ラ電話で広く使用されている。このようなセルラ無線ネットワークでは、電力増幅器は、
典型的には、無線送信信号を提供するために高い周波数の信号を増幅する。電力増幅器の
設計における考慮事項は、電力増幅器の効率である。高い効率は、熱として散逸される電
力の量を少なくするため、一般には望ましい。なおその上に、衛星電話またはセルラ電話
などの多くのアプリケーションでは、電力供給が例えば衛星に含まれている電池によるも
のであるため、利用可能な電力の量が制限されることがある。電力増幅器の効率を高くす
ることにより、電池の充電間の動作時間を長くすることができる。
【０００３】
　Ｂ級、ＡＢ級、Ｆ級などの従来の電力増幅器（ＰＡ：Power Amplifier）は、固定され
た無線周波数（ＲＦ）負荷抵抗および固定された直流（ＤＣ）電圧供給を有している。Ｂ
級ＰＡまたはＡＢ級ＰＡのＲＦ出力電流は、半波整流正弦波電流パルスを含むパルス列の
波形と同様の波形を有している。ＤＣ電流、したがってＤＣ電力は、ＲＦ出力電流振幅に
大いに比例している。しかしながら出力電力は、二乗されたＲＦ出力電流に比例する。し
たがって従来の電力増幅器の効率、すなわちＤＣ電力で割った出力電力も同じくＲＦ出力
電流振幅に比例する。したがって最大必要出力信号振幅と比較して出力信号振幅すなわち
電力が概して小さい信号を増幅する場合、平均効率は低い。
【０００４】
　知られているＲＦ電力増幅器は、ＤｏｈｅｒｔｙタイプおよびＣｈｉｒｅｉｘタイプの
両方の電力増幅器、すなわち修正Ｂ級無線周波数増幅器を含んでいる。これらの種類のＲ
Ｆ　ＰＡは、ＰＡに含まれているトランジスタからの出力電流の平均合計がより小さいた
め、一般に、高いピーク－平均比（ＰＡＲ）を有する振幅変調信号に対して、上で説明し
た従来の増幅器よりも有効である。小さい平均出力電流は高い平均効率を意味する。この
文脈では、「複合電力増幅器」という用語は、純粋な、または離調されたＤｏｈｅｒｔｙ
モード、Ｃｈｉｒｅｉｘモード、組合せＤｏｈｅｒｔｙ／Ｃｈｉｒｅｉｘモードまたは組
合せＣｈｉｒｅｉｘ／Ｄｏｈｅｒｔｙモード、等々などの１つまたは複数のモードで動作
することができる電力増幅器を意味している。
【０００５】
　小さい平均出力電流は、負荷に結合される無効出力回路網を介して互いの出力電圧およ
び電流に影響を及ぼす２つのトランジスタを使用することによって得られる。正確な振幅
および位相で構成トランジスタを駆動することにより、動作範囲の最大を除き、動作範囲
内のすべての入力信号レベルにおけるＲＦ出力電流の合計が小さくなる。また、これらの
電力増幅器の場合、一方または両方のトランジスタ出力のＲＦ電圧が高くなる。
【０００６】
　一般にＲＦ電力増幅器は、いわゆるバックドオフ動作で駆動することができる。これは
、電力増幅器が、例えば電力増幅器の最大出力電力の下でデシベル（ｄＢ）の数として表
される特定のレベルで動作することを意味している。バックドオフ動作は、瞬時出力電力
が比較的小さい動作と呼ぶことも可能である。
【０００７】
　広帯域Ｄｏｈｅｒｔｙ増幅器は多くの関心の対象であり、また、多くの手法が試行され
ている。例えば負荷と同じインピーダンスを有する四分の一波長送信線路を使用すると、
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Ｄ．　Ｇｕｓｔａｆｓｓｏｎらによる、「Ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　ｄｅｓｉｇｎ　ｏｆ　
ａ　ｎｏｖｅｌ　ｗｉｄｅｂａｎｄ　ａｎｄ　ｒｅｃｏｎｆｉｇｕｒａｂｌｅ　ｈｉｇｈ
　ａｖｅｒａｇｅ　ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　ａｍｐｌｉｆｉｅｒ」、Ｐｒｏｃ．　ＩＭＳ
　２０１２という名称の論文の中で開示されているように、遷移点において広帯域効率が
得られる。標準Ｄｏｈｅｒｔｙ増幅器では、遷移点は、最大出力電圧の半分の点に存在し
ている。
【０００８】
　本出願人によって出願された特許出願ＷＯ２００３／０６１１１５には、１００％相対
帯域幅を有する広帯域増幅器、すなわち帯域端比を小さくするために３：１の高帯域端を
有する広帯域増幅器が開示されている。このような増幅器の中心モードは広帯域Ｄｏｈｅ
ｒｔｙモードである。開示されている広帯域増幅器は、回路変化に対する頑丈性が増し、
また、高い効率の帯域幅が根本的に広くなった２段高効率増幅器を備えている。
【０００９】
　特許出願ＷＯ２００３／０６１１１５またはＰＣＴ／ＳＥ２０１３／０５１２１７に開
示されている広帯域多段増幅器は、異なる周波数帯域に異なる動作モードを有しており、
入力駆動回路を複雑にする欠点をもたらしている。ＷＯ２００３／０６１１１５における
増幅器の中心Ｄｏｈｅｒｔｙモードは、最大約６０％広帯域まであり得るが、その場合、
遷移点における出力信号振幅が帯域幅内で著しく変化する。
【００１０】
　例えば上で言及した、Ｇｕｓｔａｆｓｓｏｎらによる論文の中で開示されている、負荷
と同じインピーダンスを有する四分の一波長線路を有するＤｏｈｅｒｔｙ増幅器には、２
つのサブ増幅器の各々に対する異なる供給電圧を必要とする欠点がある。これは、両方の
サブ増幅器に対して同じ技術が使用される場合、特大で、かつ、十分に利用しない主トラ
ンジスタをもたらすことになる。遷移点における広帯域効率は、両方の広帯域トランジス
タの利用および最大電力における効率を犠牲にすることによって得られ、そのために高平
均効率の帯域幅が狭くなり、かつ、トランジスタコストが増加する。
【００１１】
　例えばＭ．　Ｎａｓｅｒｉ　Ａｌｉ　Ａｂａｄｉらによる、「Ａｎ　Ｅｘｔｅｎｄｅｄ
　Ｂａｎｄｗｉｄｔｈ　Ｄｏｈｅｒｔｙ　Ｐｏｗｅｒ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ　ｕｓｉｎｇ
　ａ　Ｎｏｖｅｌ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｃｏｍｂｉｎｅｒ」、Ｐｒｏｃ．　ＩＭＳ　２０１４
という名称の論文の中で開示されているＬＣ共振器を使用すること、あるいは出力ノード
に共振スタブを使用することには、全電力帯域幅が狭くなり、また、全電力における効率
帯域幅が狭くなる欠点がある。
【００１２】
　Ｐｉａｚｚｏｎらによる、「Ａ　ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｅｓｉｇｎｉｎｇ　Ｂｒｏ
ａｄｂａｎｄ　Ｄｏｈｅｒｔｙ　Ｐｏｗｅｒ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒｓ」、Ｐｒｏｇｒｅｓ
ｓ　ｉｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃｓ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ、Ｖｏｌ．　１４５、
３１９－３３１頁、２０１４年という名称の論文、またはＲ　Ｇｉｏｆｒｅらによる、「
Ａ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｍａｔｃｈｉｎｇ／Ｃｏｍｂｉｎｉｎｇ　Ｎｅｔｗｏｒｋ
　Ｓｕｉｔａｂｌｅ　ｔｏ　Ｄｅｓｉｇｎ　Ｄｏｈｅｒｔｙ　Ｐｏｗｅｒ　Ａｍｐｌｉｆ
ｉｅｒｓ　Ｃｏｖｅｒｉｎｇ　Ｍｏｒｅ　Ｔｈａｎ　ａｎ　Ｏｃｔａｖｅ　Ｂａｎｄｗｉ
ｄｔｈ」、Ｐｒｏｃ．　ＩＭＳ　２０１４という名称の論文には、マルチセクション分岐
線路結合器の使用を必要とする別の技法が開示されている。この技法には、遷移点および
全電力の両方における効率帯域幅に限界があり、また、全電力における電力帯域幅にも同
じく限界がある。
【発明の概要】
【００１３】
　目的は、上で言及した問題のうちの少なくとも１つを克服し、あるいは少なくとも軽減
する、Ｄｏｈｅｒｔｙ増幅器などの上で言及した種類の複合電力増幅器を提供することで
ある。
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【００１４】
　一態様によれば、この目的は、入力信号を出力信号に増幅するための複合電力増幅器に
よって達成される。複合電力増幅器は、入力信号を受け取るための入力ポートと、出力信
号を提供するための出力ポートとを備える。なおその上に、複合電力増幅器は、少なくと
も２つのサブ増幅器を備えた第１のセットのサブ増幅器を備える。少なくとも２つのサブ
増幅器は、第１の送信線路のテーパに沿って配置される。第１の送信線路は、第１のセッ
トのサブ増幅器および出力ポートに接続される。さらに、複合電力増幅器は、少なくとも
２つのサブ増幅器を備えた第２のセットのサブ増幅器を備える。少なくとも２つのサブ増
幅器は、第２の送信線路のテーパに沿って配置される。第２の送信線路は、第２のセット
のサブ増幅器および出力ポートに接続される。
【００１５】
　別の他の態様によれば、上記目的は、複合電力増幅器を備えた無線ネットワークノード
によって達成される。
【００１６】
　さらに他の態様によれば、上記目的は、複合電力増幅器を備えたユーザ機器によって達
成される。
【００１７】
　本明細書における実施形態によれば、第１のセットおよび第２のセットのサブ増幅器は
、少なくとも２つのサブ増幅器を備える。これらの少なくとも２つのサブ増幅器は、それ
ぞれのテーパ化送信線路に沿って配置され、入力信号の時間遅延バージョンの同相結合を
提供する。
【００１８】
　高い効率のバックオフは、第１および第２のテーパ化送信線路のおかげで、あらゆる複
合電力増幅器に対して増加することができる。
【００１９】
　本明細書における実施形態を使用することにより、任意の相対帯域幅または帯域の数に
対して、効率が高い広い振幅範囲の複合電力増幅器を構築することができる。効率および
帯域幅は、互いに独立して同調させることが可能であり、例えば最適化することができる
。
【００２０】
　本明細書における実施形態による複合電力増幅器は、単一の広帯域モードにおける一様
な駆動信号を使用して動作するように設計することができ、また、複合電力増幅器の動作
周波数範囲全体にわたってほぼ一定の、遷移点振幅、出力位相、効率などのパラメータを
有している。サブ増幅器セットのための特定の特性を使用することにより、任意の数の遷
移点の縦続を構築することができる。
【００２１】
　本明細書における様々な実施形態は、四分の一非均一波長および連続テーパ化送信線路
を含む。なおその上に、実施形態は、ほんのいくつかのサブ増幅器から多くのサブ増幅器
に及ぶサブ増幅器のセットを含む。さらに、本明細書における複合電力増幅器の実施形態
は、狭帯域実施態様ならびに広帯域実施態様を含む。本明細書における実施形態は、多く
の他の増幅器技法と組み合わせることができ、また、改善された高周波動作を可能にする
。
【００２２】
　特定の特徴およびその利点を含む、本明細書において開示される実施形態の様々な態様
は、以下の詳細な説明および添付の図面から容易に理解されよう。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本明細書における実施形態による複合電力増幅器のブロック図である。
【図２】一例示的複合電力増幅器のためのテーパリングの図解である。
【図３】入力信号の振幅の関数としてのＲＦ出力電流を示す線図である。
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【図４】入力信号の振幅の関数としてのＲＦ出力電圧を示す線図である。
【図５】入力信号の振幅の関数としてのＲＦ出力電流位相を示す線図である。
【図６】入力信号の振幅の関数としてのＲＦ出力電圧位相を示す線図である。
【図７】入力信号の振幅の関数としての効率がプロットされている線図である。
【図８】図２の複合電力増幅器に対する周波数の関数としての効率がプロットされている
線図である。
【図９】周波数の関数としての遷移点振幅を示す図である。
【図１０】周波数の関数としての遷移点における出力信号位相を示す図である。
【図１１】他の例示的複合電力増幅器のためのテーパリングを示す図である。
【図１２】入力信号の振幅の関数としての効率がプロットされている線図である。
【図１３】図１１の複合電力増幅器に対する周波数の関数としての効率がプロットされて
いる線図である。
【図１４】さらに他の例示的複合電力増幅器のためのテーパリングを示す図である。
【図１５】別の例示的複合電力増幅器のためのテーパリングを示す図である。
【図１６】入力信号振幅の関数としてのＲＦ出力電流／電圧がプロットされている線図で
ある。
【図１７】さらに他の例示的複合電力増幅器のためのテーパリングを示す図である。
【図１８】入力信号の振幅の関数としてのＲＦ出力電流／電圧がプロットされている線図
である。
【図１９】周波数の関数としての遷移点振幅を示す図である。
【図２０】周波数の関数としての効率を示す図である。
【図２１】さらに他の例示的複合電力増幅器を示す図である。
【図２２】周波数の関数としての効率を示す線図である。
【図２３】本明細書におけるいくつかの実施形態によるテーパ化送信線路の図解である。
【図２４】周波数の関数としての効率を示す線図である。
【図２５】本明細書における実施形態によるテーパ化送信線路のさらに別の図解である。
【図２６】本明細書における一実施形態のための送信線路のテーパリングの図解である。
【図２７】周波数の関数としての効率を示す線図である。
【図２８】本明細書におけるいくつかの実施形態によるテーパリング送信線路の別の図解
である。
【図２９】周波数の関数としての遷移点振幅を示すさらに他の線図である。
【図３０】入力信号振幅の関数としての効率を示す別の線図である。
【図３１】周波数の関数としての効率を示す線図である。
【図３２】周波数の関数としての効率を示す別の線図である。
【図３３】本明細書における実施形態による一例示的無線ネットワークノードを示す図で
ある。
【図３４】本明細書における実施形態による一例示的ユーザ機器を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下の説明全体を通して、同様の参照数表示は、適用可能である場合、要素、ユニット
、モジュール、回路、ノード、部品、アイテム、等々などの同様の特徴を表すために使用
されている。図において、いくつかの実施形態に出現する特徴は鎖線で示されている。
【００２５】
　図１は、入力信号を出力信号に増幅するための複合電力増幅器１００を示したものであ
る。
【００２６】
　複合電力増幅器１００は、入力信号を受け取るための入力ポート１７０、および出力信
号を提供するための出力ポート１８０を備えている。
【００２７】
　なおその上に、複合電力増幅器１００は、少なくとも２つのサブ増幅器１１１、１１２
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を備えた第１のセット１１０のサブ増幅器を備えている。少なくとも２つのサブ増幅器１
１１、１１２は、第１の送信線路１５１のテーパに沿って配置されている。第１の送信線
路１５１は、第１のセット１１０のサブ増幅器および出力ポート１８０に接続されている
。
【００２８】
　さらに、複合電力増幅器１００は、少なくとも２つのサブ増幅器１２１、１２２を備え
た第２のセット１２０のサブ増幅器を備えている。少なくとも２つのサブ増幅器１２１、
１２２は、第２の送信線路１５２のテーパに沿って配置されている。第２の送信線路１５
２は、第２のセット１２０のサブ増幅器および出力ポート１８０に接続されている。
【００２９】
　言及したように、サブ増幅器１１１、１１２、１２１、１２２は、それらのそれぞれの
送信線路１５１、１５２のテーパに沿って配置されている。これは、サブ増幅器がそれら
のそれぞれの送信線路１５１、１５２のテーパのそれぞれのステップに位置していること
を意味している。サブ増幅器の各々からの信号は、入力ポート１７０および第１のセット
のサブ増幅器１１０に接続された第１の入力送信線路１６０（以下の図１４に鎖線１４０
１、１４０２で示されている）のおかげで、出力ポート１８０の前段、または出力ポート
１８０で結合される同相であり、第１の入力送信線路１６０は、出力ポートにおける同相
結合を達成する点で、それらのそれぞれの送信線路１５１、１５２のテーパに対応するテ
ーパを有している。
【００３０】
　さらに、複合電力増幅器１００は、入力信号の振幅に関連する第１の遷移点を使用して
構成することができる。入力信号は、全出力振幅の一部として与えられる第１の遷移点に
従って構成されるため、第１の遷移点は、入力信号の振幅に関連している。遷移点は、本
明細書における様々な実施形態を規定するための意義を有している。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、複合電力増幅器１００は、第１のセット１１０のサブ増幅器
のみが第１の遷移点より下で動作するように構成することができる。Ｄｏｈｅｒｔｙ増幅
器のためのよく知られている用語を参照すると、これは、第１のセットのサブ増幅器は主
増幅器として動作し、また、第２のセットのサブ増幅器１２０はピーキング増幅器として
動作することを意味している。
【００３２】
　いくつかのさらに他の実施形態では、複合電力増幅器１００は、第３のセット１３０の
サブ増幅器を備えている。第３の送信線路１５３は、第３のセット１３０のサブ増幅器お
よび出力ポート１８０に接続されている。複合電力増幅器１００は、第３のセット１３０
のサブ増幅器のみが第１の遷移点より下で動作するように構成することができる。この実
施形態では、第１のセットおよび第２のセット１１０、１２０のサブ増幅器はピーキング
増幅器として動作し、また、第３のセットのサブ増幅器は主増幅器として動作する。
【００３３】
　複合電力増幅器１００は、テーパ化またはステップ化インピーダンス送信線路に沿って
分散された複数のセットのサブ増幅器、すなわち複数のグループのサブ増幅器を備えるこ
とができる。個々のセットは、入力信号または駆動信号中でセットに同じく反射される遷
移点と関連している。好ましい実施形態では、サブ増幅器は、インピーダンス変換要求事
項によって決定される、送信線路の長さ方向のアドミタンスの増加に応じて配置される。
特定の回路複雑性に対して動作を同調させるために、個々のセットのサブ増幅器は、それ
自体が必要な帯域幅およびセット内の変換比のための良好な変換器である送信線路の長さ
に沿って分散される。セットおよび駆動信号の両方の縦続を単純にするために、好ましい
ことにはセットを完全に変換することができ、すなわち残留負荷変調が極めて小さくなる
。しかしながら電気的長さを短くし、また、サブ増幅器の数を少なくするために残留負荷
変調が許容され、また、全出力電流におけるＲＦ出力電流に関して、より軽い重み付けが
遷移点におけるＲＦ出力電流に適用される。本明細書における実施形態は、すべてのグル
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ープのサブ増幅器のための分散増幅器技法を可能にし、また、多くの他の増幅器技法との
組合せを同じく可能にする。
【００３４】
　いくつかのさらに他の実施形態では、複合電力増幅器１００は、第４のセット１４０の
サブ増幅器を備えることができる。第４の送信線路１５４は、第４のセット１４０のサブ
増幅器および出力ポート１８０に接続することができる。複合電力増幅器１００は、第４
のセット１４０のサブ増幅器のみが、入力信号の振幅に関連する第３の遷移点より上で動
作するように構成することができる。この実施形態については、以下の図１２を参照して
さらに詳述される。
【００３５】
　説明を分かりやすくするために、以下の実施形態では、第１のセットは主増幅器として
動作するものと仮定し、また、第２のセットおよび存在するすべての追加セットは、ピー
キング増幅器として動作するものと仮定されている。
【００３６】
　第１のセットのサブ増幅器が十分に良好ではない場合、残りの複合電力増幅器、例えば
第２および／または第３のセットによる第１のセットの状態の補償または改善を許容する
ことが可能であり得る。
【００３７】
　この一例は、図２に示されているように、それぞれ１つ、１つおよび２つのサブ増幅器
を備えた３つのセットを備え、また、相対サイズ１、２、３および２、すなわち相対ＲＦ
出力電流を有する例示的複合電力増幅器である。したがって図２のステップの高さから明
らかなように、関連するアドミタンスステップも同じくサイズ１、２、３および２を有し
ている。この例では、第１のセット１１０は１つのサブ増幅器のみを含み、また、第２の
セット１２０も１つのサブ増幅器のみを含んでいる。第３のセット１３０は２つの増幅器
を含み、テーパリングのため、複合電力増幅器１００の動作周波数範囲の中心周波数にお
けるこれらの増幅器の送信線路の差Ｄは０．２５λである。それぞれ第１のセットおよび
第２のセットのサブ増幅器と結合した第１の送信線路および第２の送信線路も、同じくそ
れぞれの電気的長さ０．２５λを有している。
【００３８】
　図３は、図２に示されている実施形態による３つのセットのサブ増幅器を有する複合増
幅器に対する、入力信号振幅の関数としてのＲＦ出力電流を示したものである。第１のセ
ット１１０からのＲＦ電流は実線で示されている。第２のセット１２０からのＲＦ電流は
鎖線で示されている。第３のセット１３０の第１のサブ増幅器１３１からのＲＦ電流は一
点鎖線で示されている。第３のセット１３０の第２のサブ増幅器１３２からのＲＦ電流は
太線で示されている。線のこの形式は、図４～１０にも同じく使用されている。図２に示
されているように、第２のセット１２０のサブ増幅器に対するＲＦ出力電流は、第１の遷
移点ＴＰ１の上まで連続的に大きくなる。
【００３９】
　図４は、第２のセット１２０のサブ増幅器に対するＲＦ出力電圧を示したものである。
図３と同じ線の形式が使用されており、すなわち第１のセットからのＲＦ電圧は実線で示
されており、その他についても同様である。
【００４０】
　図５は、個々のサブ増幅器のＲＦ出力電流位相は、振幅範囲全体にわたって実質的に一
定であることを示している。図３と同じ線の形式が使用されており、すなわち第１のセッ
トからのＲＦ電流位相は実線で示されており、その他についても同様である。
【００４１】
　図６は、ＲＦ出力電圧位相は、振幅範囲全体にわたって取るに足らない程度にしか変化
しないことを示している。図３と同じ線の形式が使用されており、すなわち第１のセット
からのＲＦ電圧位相は実線で示されており、その他についても同様である。
【００４２】
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　余分のサブ増幅器および変換ステップは、最初の２つのセットのサブ増幅器、すなわち
第１のセット１１０および第２のセット１２０に対する動作状態をはるかに良好にする。
これらの２つのセットのサブ増幅器に対して、全出力電流におけるＲＦ出力電流値に関し
て、遷移点におけるＲＦ出力電流に対する約０．５の重み係数を使用することにより、入
力信号に対して最大出力振幅まで線形応答することになる。これは、駆動信号回路によっ
て余分の遷移点を提供する必要がないことを意味している。これは、全入力信号振幅の０
．５に遷移点を必要とする第２のセット１２０のサブ増幅器の場合はそうではない。この
増幅器に対する、中心周波数から１０％における動作は図７に示されている。図７は、入
力信号振幅の関数としての効率ηを示したものである。この例では、効率は、１：４のバ
ックオフ範囲において、約８７％相対的ピーク効率を超えている。相対帯域幅は２０％で
ある。
【００４３】
　図８に示されているように、この増幅器は、動作帯域幅の２０％以内の高い効率で動作
する。効率は、図８に示されている２０％狭帯域に対して、６５％から７０％までの範囲
内である。
【００４４】
　図９は、図２の複合電力増幅器に対する、周波数の関数としての遷移点振幅を示したも
のである。図９は、個々のセットのサブ増幅器の入力信号振幅は、２０％の動作帯域幅全
体にわたって実質的に一定であることを示している。
【００４５】
　図１０は、周波数の関数としての遷移点における出力信号位相を示したものである。特
定のサブ増幅器に対して、位相はほぼ一定である。
【００４６】
　図１１に示されているさらに他の例では、複合電力増幅器１００は、前の例の場合と同
様、第２のセット１２０のサブ増幅器全体に対して、入力信号の時間遅延バージョンを提
供するように構成される。第２のセット１２０のサブ増幅器は、入力信号の時間遅延バー
ジョンの同相結合を提供するために、第２のテーパ化送信線路１５２に沿って配置される
。
【００４７】
　より詳細には、複合電力増幅器１００は、それぞれのセット１１０、１２０および１３
０における１つ、２つおよび３つのサブ増幅器を使用して構築される全入力信号振幅の０
．２５および０．５に遷移点を有している。帯域幅は２０％である。この帯域幅および少
数のサブ増幅器の場合、それらのサブ増幅器に関連する遷移点における、それらのサブ増
幅器の全ＲＦ出力電流を引き渡すためのセットを有することは最適ではない。この場合、
次の遷移点（および全出力）におけるＲＦ出力電流値に関して、遷移点におけるＲＦ出力
電流に対する約０．９の重み係数が使用されている。例えば第２の遷移点０．５における
第２のセット１２０のサブ増幅器に対して約０．９の重み係数が使用され、また、第１の
遷移点０．２５における第１のセット１１０のサブ増幅器に対して約０．９または０．８
１の重み係数が使用される。効率は、図１２に示されているように約９８％である。
【００４８】
　図１３は、図１１の複合電力増幅器に対する、周波数の関数としての効率を示したもの
である。効率は、動作帯域幅の約２０％の帯域幅全体にわたって約６９％である。
【００４９】
　図１４は、複合電力増幅器１００の別の実施形態を示したものである。第１のセット、
第２のセットおよび第３のセット１１０、１２０および１３０は、上で言及したように、
それぞれ遷移点、すなわち第１の遷移点ＴＰ１、第２の遷移点ＴＰ２および第３の遷移点
ＴＰ３と結合している。サブ増幅器のセット１１０、１２０、１３０は、通常、サブ増幅
器の出力信号が遷移点において同相で結合されるように駆動される。これを動作させるた
めに、残りの送信線路は、規定された１つまたは複数の帯域にわたって良好な変換負荷を
提供することができる。したがって周波数応答は、セットと振幅の間の接続点における何
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らかのマージン内でフラットになり、また、遷移点における位相応答も、同じく何らかの
マージン内で同様にフラットになる。「フラット」という用語は、純粋な遅延と比較した
ものとして理解すべきである。位相応答は、通常、線形または線形に近いものとして参照
される。したがって位相リプルは、この文脈においては小さくなる。これらのセットのサ
ブ増幅器に対する入力信号振幅線図は、図１４の左側部分に示されている。これらの線図
には、振幅の関数としての電圧がプロットされている。第１のセット１１０に対しては、
第１のセット１１０に対する電圧は、第１の遷移点ＴＰ１まで上昇し、次に電圧は一定に
なる。第２のセット１２０に対しては、電圧は、第１の遷移点ＴＰ１から第２の遷移点Ｔ
Ｐ２まで上昇し、次に電圧は、第３の遷移点ＴＰ３まで一定の値を維持する。第３のセッ
ト１３０に対しては、電圧は、第２の遷移点ＴＰ２から第３の遷移点ＴＰ３まで上昇する
。
【００５０】
　図１４の右側には、それぞれの送信線路１５１、１５２のテーパと整合する、テーパ化
入力送信線路１４０１、１４０２が点線で示されている。入力送信線路１４０１および１
４０２は、第２のセットおよび第３のセット１２０、１３０のサブ増幅器のそれぞれの入
力に結合される。
【００５１】
　図１４に示されているように、複合電力増幅器１００は、例えば適切な時間遅延分布を
有する第１の信号を第１のセット１１０のサブ増幅器に提供するように構成され、第１の
セット１１０のサブ増幅器は並列に配置され、かつ、第１の直線送信線路１５１に結合さ
れる。
【００５２】
　個々のセットのサブ増幅器は、入力信号によって集合的に駆動され、すなわち入力送信
線路に沿ったサブ増幅器の位置によって与えられる適切な時間遅延分布を有する同じ振幅
関数を使用して集合的に駆動される。セット１１０は３つのサブ増幅器を含んでいる。セ
ット１２０は５つのサブ増幅器を含んでいる。セット１３０は７つのサブ増幅器を含んで
いる。図１４では、個々のサブ増幅器は、三角形のシンボルを使用して概略的にしか示さ
れていない。セット内における入力信号の個々のサブ増幅器への分割は、異なる点で、異
なる方法によって実施することができる。駆動線路、すなわちアドミタンスが小さくなる
送信線路のアドミタンスステップと整合する抵抗性入力インピーダンスをサブ増幅器に提
供することは１つの方法である。例えば十分な広帯域分割器による分割は、場合によって
は好ましい別の方法である。トランジスタの入力キャパシタンスを合成送信線路中に吸収
させる分散増幅器技法によれば、最良の利得－帯域幅積が得られる。例えばＥ．　Ｇｉｎ
ｚｔｏｎらの「Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｍｐｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ」、Ｐｒｏｃ．　
ＩＲＥ、ｖｏｌ．　３６、９５６～９６９頁、１９４８年８月を参照されたい。
【００５３】
　適切な時間遅延分布は、出力ポート１８０で第１のセット１１０のサブ増幅器によって
増幅される出力信号の同相結合を得るために、第１のセット１１０のサブ増幅器によって
受け取られる入力信号の時間遅延分布を第１の送信線路１５１に整合させるように複合電
力増幅器１００を構成することができる、と表現することができる。
【００５４】
　さらに、適切な時間遅延分布は、出力ポート１８０で第２のセット１２０のサブ増幅器
によって増幅される出力信号の同相結合を得るために、第２のセット１２０のサブ増幅器
によって受け取られる入力信号の時間遅延分布を第２の送信線路１５２に整合させるよう
に複合電力増幅器１００を構成することができることによって達成される。
【００５５】
　その上、適用可能である場合、適切な時間遅延分布は、出力ポート１８０で第３のセッ
ト１３０のサブ増幅器によって増幅される出力信号の同相結合を得るために、第３のセッ
ト１３０のサブ増幅器によって受け取られる入力信号の時間遅延分布を第３の送信線路１
５３に整合させるように複合電力増幅器１００を構成することができることによって達成



(11) JP 6608959 B2 2019.11.20

10

20

30

40

50

される。
【００５６】
　多くの場合、第１のセット１１０のサブ増幅器は、１つのサブ増幅器のみを備え、また
、他の場合、第１のセットのサブ増幅器は、複数のサブ増幅器を並列に備えることができ
る。第１のセット１１０内のサブ増幅器を１つのみにすることは、単純性およびコンパク
ト性の理由で好ましいことがしばしばである。しかしながら第１のセット１１０のサブ増
幅器を同じく分散させることにより、利得－帯域幅積に対する利点を同じく達成すること
ができる。
【００５７】
　すべての前段の送信線路セクションを通過する波の移動時間と同じ量だけ、駆動信号の
「スタッガータイミング」をすべてのサブ増幅器に提供するだけでも十分に良好であるこ
とがしばしばである。これは、これらのサブ増幅器に対する変換モードと同相モードの間
の広帯域位相および振幅応答差が極めて小さいことがしばしばであることによるものであ
る。この差も、同じく任意に小さくすることができる。
【００５８】
　したがってこれらのサブ増幅器の動作は、連続する変換モードと最終非変換モードとの
間の補間と見なすことができる。最も低い遷移点より下の振幅では、第１のセット１１０
のサブ増幅器に対する変換同相モード、すなわち第１のセット１１０のサブ増幅器からの
出力信号の同相結合ではなく、第１のセット１１０のサブ増幅器の「末端」における局部
インピーダンスレベルへの変換を観察することができる。次の遷移点では、別の変換同相
モードが得られ、この場合、最初の２つのセット１１０、１２０内のすべてのサブ増幅器
を使用して、より低いインピーダンスレベル、例えば第２のセット１２０のサブ増幅器の
「末端」における局部インピーダンスレベルに変換される。これらの遷移点の間に、説明
した２つのモード間の変化程度の線形補間が存在している。全出力電力に対して、すべて
のサブ増幅器の同相結合まで、すべてのサブ増幅器セット１１０、１２０、１３０に対し
てこのパターンが繰り返される（振幅方式）。
【００５９】
　図１５は、本明細書における実施形態による複合電力増幅器のさらに他の実施形態を示
したものである。示されている複合増幅器１００は、４：１帯域幅、すなわち中心周波数
の０．４ないし１．６の周波数範囲、または動作帯域幅の１２０％に対して設計された１
５段増幅器である。サブ増幅器は、１つのサブ増幅器が単独で第１のセット１１０として
機能し、一方、後続する２つのセット１２０、１３０は、それぞれ７つのサブ増幅器を備
えるようにグループ化されている。サブ増幅器は、異なる特性インピーダンスの送信線路
セグメントに配置されている。この場合、すべてのセグメントは同じ長さであり、すなわ
ち中心周波数において四分の一波長である。中心周波数の０．４倍である最も低い周波数
では、すべてのセグメントはそれぞれ０．１波長であり、中心周波数において１．４波長
の総電気的長さを与える。後の半分、すなわち送信線路の第３のセット１３０のサブ増幅
器は、出力ポート１８０で負荷を約４倍に変換し、全出力振幅の０．５（－６ｄＢ）にお
ける上部遷移点をもたらす。最初の半分、すなわち第２のセット１２０のサブ増幅器は、
そのインピーダンスをさらに４倍に変換し、約１６倍の負荷抵抗、および全出力振幅の０
．２５（－１２ｄＢ）の下部遷移点をもたらす。
【００６０】
　次に図１６を参照すると、ＲＦ出力電流を実線で示し、また、ＲＦ出力電圧を鎖線で示
す線図が示されている。すべてのサブ増幅器の最大ＲＦ出力電流は、送信線路間の接続点
のアドミタンスステップに比例しており、これらの接続点にサブ増幅器が設置される。サ
ブ増幅器は、すべての振幅において同じ相対位相を有する入力信号によって駆動され、相
対位相は、送信線路に沿ったタイミング差によってのみ与えられる。
【００６１】
　これによる非理想性は、それぞれの送信線路中のステップの数を多くすることによって
、あるいは異なる遷移点ＴＰ１、ＴＰ２におけるサブ増幅器セット１１０、１２０、１３
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０に対して異なる位相を有することによって任意に小さくすることができる。異なるサブ
増幅器における出力電圧は、より下位のグループおよびより上位のグループの電流形状の
異なる混合、例えばこれらの電流形状の多重化である。中間サブ増幅器における出力電圧
は、必ずしも最適化する必要はないことがしばしばであるが、セット内の最後のサブ増幅
器における電圧「形状」は、制御を簡略にするためには、好ましくは周波数に対して振幅
および位相をほぼ一定にしなければならない。これは、セクション毎の送信線路の良好な
テーパ、すなわち一連のアドミタンスステップを有することによって達成される。良好な
テーパは、通常、セット内の最初のサブ増幅器および最後のサブ増幅器の近辺により小さ
いアドミタンスステップを有しており、これは図１５に同じく示されている。また、サブ
増幅器は、好ましくは過剰な重圧を回避しなければならない。「過大設計」、すなわちセ
ット毎に極めて多数のアドミタンスステップを有することにより、その関連する遷移点よ
り上のセット内のすべてのサブ増幅器に対して、一定のタイミングで一定の最大駆動を許
容する点に対する駆動条件を単純化することができる。これは、この例に対する高度な事
例である。
【００６２】
　図１７は、同じサイズのサブ増幅器、すなわち同じＲＦ出力電流を有する一例示的複合
電力増幅器１００を示したものである。同じサイズのサブ増幅器の数が同じく多い場合、
サブ増幅器間の距離を短くすることができ、一般的には非一様にすることができ、また、
送信線路テーパは、図１７に連続する線で概略的に示されているように連続していること
が分かる。この例では２５６個のサブ増幅器が存在している。２５６個のサブ増幅器は、
１６個、４８個および１９２個のセットで配置されている。最初の１６個のサブ増幅器は
、第１のセット１１０のサブ増幅器の一部としてすべて並列である。４８個および１９２
個の増幅器のセットは、テーパ化送信線路の等しい長さに沿って大きくなる局部アドミタ
ンスに従って広がっている。したがって４８個のサブ増幅器は第２のセット１２０を形成
し、また、１９２個のサブ増幅器は第３のセット１３０を形成している。第２のセットお
よび第３のセット１２０、１３０は、先の例の場合と同様、いずれも約４倍の負荷変換を
有しており、これらのセットに対して同じ局部インピーダンスをもたらし、また、同じ遷
移点振幅をもたらしている。また、先の例の場合と同様、帯域幅も同じであり、すなわち
４：１である。
【００６３】
　出力送信線路の幅は概略的にしか示されていない。実際の実施態様では、例えば第２の
送信線路および第３の送信線路の幅は、出力送信線路全体の幅の１／１６および１／４で
なければならない。
【００６４】
　さらに、図１８は、図１７による例示的複合電力増幅器に対する、入力信号の振幅の関
数としてのＲＦ出力電流／電圧を示したものである。
【００６５】
　図１８は、実線のＲＦ出力電流および鎖線のＲＦ出力電圧が同じ遷移点ＴＰ１、ＴＰ２
およびＴＰ３を有する様子を示している。単純にするために３つのＲＦ電圧、すなわちそ
れぞれ第１のセット１１０のサブ増幅器、第２のセット１２０のサブ増幅器および第３の
セット１３０のサブ増幅器からの１つのＲＦ電圧しか示されていない。図１７の複合電力
増幅器および図１５の複合電力増幅器を比較しているが、図１７の複合電力増幅器の個々
のサブ増幅器に対する個々の出力電圧／電流が示されていると、それは莫大な量の線路に
なり、何の情報も提供しないことを理解することができる。したがって図１８は、上で言
及したように単純化である。
【００６６】
　示されているＲＦ出力電圧は、個々のセットの最後のサブ増幅器のＲＦ出力電圧である
。セット内の最後のサブ増幅器に対する出力電圧は、入力信号として最後に印加された電
流形状のより大きい割合を含んでいる。出力電圧の勾配は、最後のサブ増幅器に対する後
続する遷移点まで実質的に線形になるまで、セット内でますます急峻になる。
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【００６７】
　図１９には、一定の振幅／位相駆動が与えられた、周波数範囲全体にわたる遷移点にお
ける出力信号振幅のリプルが、図１７の複合電力増幅器に対して示されている。図から分
かるように、遷移点振幅にはリプルはほとんど存在していない。個々のセットは、２つの
対応する遷移点と関連しているが、振幅は、既に起動されているセットにも同じく依存し
ている。線９０１は、第１のセット１１０の完全使用に対応する遷移点振幅であり、線９
０２は、第１のセットおよび第２のセット１１０、１２０の完全使用に対応する遷移点振
幅であり、また、線９０３は、第１のセット、第２のセットおよび第３のセット１１０、
１２０、１３０の完全使用に対応する遷移点振幅である。
【００６８】
　図２０は、１０ｄＢ　Ｒａｙｌｅｉｇｈ分布信号を増幅する場合の周波数範囲全体にわ
たる平均効率を示したものである。効率は、線９０４で示されているように、図１７の複
合電力増幅器の理想Ｂ級動作に対する７０％をわずかに下回っている。
【００６９】
　上記の例のいくつかは大量のサブ増幅器を使用しているが、以下のいくつかのさらに他
の例は、最初の例と同様、いくらか少ないサブ増幅器を有することになる。
【００７０】
　より狭い帯域幅の場合、送信線路セグメントの数を少なくすることができ、したがって
サブ増幅器の数を同じく少なくすることができる。連続テーパ化送信線路の場合、全体の
長さを短くすることができる。図２１に示されている以下の例では、１つ、３つおよび５
つのサブ増幅器のセットに９つのサブ増幅器が存在している（単純にするためにステップ
には示されていない）。最も低い遷移点（図示せず）は、全出力振幅の約０．２５の点に
存在し、また、他の遷移点（同じく図示せず）は、全出力振幅の約０．４７の点に存在し
ている。帯域幅は、ここではちょうど５０％であり、すなわち中心周波数の０．７５から
１．２５までである。
【００７１】
　図２２を参照すると、一例示的複合電力増幅器１００に対する周波数範囲全体にわたる
平均効率が示されており、複合電力増幅器１００は、それぞれ第１のセット、第２のセッ
トおよび第３のセット１１０、１２０、１３０内に、１つ、２つおよび４つのサブ増幅器
を備えており、また、帯域幅は動作帯域幅の５０％である。
【００７２】
　図２３は、さらに他のセットのサブ増幅器を有する実施形態を示したものであり、すな
わち第４のセット１４０のサブ増幅器が追加されている。図２３では、第１のセット、第
２のセット、第３のセットおよび第４のセット１１０、１２０、１３０、１４０のサブ増
幅器に対して、図１の参照数表示と同じ参照数表示が使用されている。この図では、サブ
増幅器およびテーパの形状すなわちステップは、単純にするために示されていない。
【００７３】
　したがって上で言及したように、複合電力増幅器１００は、第４のセット１４０のサブ
増幅器を備えることができる。複合電力増幅器１００は、次に、入力信号から引き出され
る第４の信号の時間遅延バージョンを集合的に第４のセット１４０のサブ増幅器に提供す
るように構成することができる。第４のセット１４０のサブ増幅器は、第４のセット１４
０内のサブ増幅器によって増幅された第４の信号の時間遅延バージョンの同相結合を提供
するために、第４のテーパ化送信線路１５４に沿って配置することができる。
【００７４】
　これは、実施形態はさらに多くの遷移点、すなわち３つ以上の遷移点に拡張することが
できることを暗に示している。遷移点は、全出力信号振幅の０．５、０．２５および０．
１２５（－６ｄＢ、－１２ｄＢおよび－１８ｄＢ）において対数スケールで一様に分散さ
れる。単一のサブ増幅器が第１のセット１１０を構成する。３つの最後のセット１２０、
１３０、１４０は、それぞれ７つのサブ増幅器を含み、本質的には互いのちょうどスケー
ル化されたバージョンである。スケーリングはセット毎に４倍であり、したがって第１の
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セット１１０は、全出力電力の１／６４を提供し、２つの最初のセット１１０、１２０は
、相俟って１／１６を提供し、また、最初の３つのセット１１０、１２０、１３０は、相
俟って１／４を提供する。アドミタンステーパリングすなわち送信線路のステップは、先
の例のステップと同様であり、それぞれのセットに対して、個々の送信線路の中央に大き
いアドミタンスステップを有し、また、個々の送信線路の最初および終わりに小さいステ
ップを有している。
【００７５】
　図２４は、２２段複合電力増幅器の場合、図２３を参照して上で説明した理想Ｂ級増幅
器を仮定すると、効率は約７４～７５％であることを示したものである。
【００７６】
　上では、広い帯域中で本質的に一定である遷移点にすべて重要な特性を有する複数のピ
ーキング増幅器セットを形成することが可能であることが示された。したがって第１の（
主）サブ増幅器を分割して分散させることも同じく可能であるはずである。この場合、複
合電力増幅器の第１のセット１１０は、単一増幅器モードを使用することなく集合的に駆
動される。これは、すべてのセット１１０、１２０、１３０に対する、既に説明した分散
増幅器入力駆動技法の使用を可能にし、トランジスタ入力キャパシタンスを合成送信線路
中に吸収することによって高周波動作を改善する。例えばＥ．　Ｇｉｎｚｔｏｎらの「Ｄ
ｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｍｐｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ」、Ｐｒｏｃ．　ＩＲＥ、ｖｏｌ．
　３６、９５６～９６９頁、１９４８年８月を参照されたい。
【００７７】
　図２５は、第１のセット１１０が複数のサブ増幅器を有するテーパ化送信線路を備えた
１つのこのような例示的複合電力増幅器を示したものである（テーパリングは連続する線
によって概略的に示されており、また、サブ増幅器は示されていない）。この例では、第
１のセット１１０内に８つのサブ増幅器が存在している。これらは同じ駆動信号形状を有
している。なおその上に、これらのサブ増幅器は、同じサイズおよびその対応する送信線
路のアドミタンスステップサイズを有することができ、また、中心周波数における全体の
長さが二分の一波長である送信線路に沿って一様に広がることができる。より詳細には、
これは、複合電力増幅器１００は、第１の信号の時間遅延バージョンを集合的に第１のセ
ット１１０のサブ増幅器に提供するように構成することができることを意味しており、第
１のセット１１０のサブ増幅器は、第１のセット１１０内のサブ増幅器によって増幅され
た第１の信号の時間遅延バージョンの同相結合を提供するために第１のテーパ化送信線路
１５１に沿って配置される。
【００７８】
　増幅器は、増幅器がこの場合には全出力振幅の０．２５および０．５にのみ遷移点を有
していることを除き、図１５の複合増幅器と極めて類似して動作する。－１８ｄＢにおけ
る効率は半分になり、すなわち０．２５における効率ピークとゼロ（そこでは効率は同じ
くゼロである）の間の中間である。
【００７９】
　図２６は、第１のテーパ化送信線路を有する複合電力増幅器のさらに他の例を示したも
のである。この例は図２５の例と類似しているが、ここでは３つのセット１１０、１２０
、１３０のサブ増幅器しか存在していない。ステップおよびステップの数は、図２６では
概略的にしか示されていない。
【００８０】
　図２７には、図２５による例示的複合電力増幅器に対する効率が示されている。１０ｄ
Ｂ　Ｒａｙｌｅｉｇｈ分布信号に対する効率は約７０％である。
【００８１】
　「完全に変換された」セットが縦続されると、個々のセット内のすべてのサブ増幅器は
、関連する上部遷移点でサブ増幅器の最大ＲＦ電流および電圧を出力する。言い換えると
、サブ増幅器は、遷移点では、全出力振幅すなわち電力における動作条件とほぼ厳密に同
じ動作条件を有している。これを表現するさらに別の方法は、遷移点より上では、サブ増
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幅器が残留負荷変調をほとんど有していないことである。
【００８２】
　図２８を参照すると、５遷移点複合電力増幅器１００が示されている。これは、複合電
力増幅器１００が５つのセットのサブ増幅器を備えていることを意味している。５遷移点
増幅器の場合、遷移点は、最大出力振幅１に関して、０．２１、０．２７、０．３５、０
．４６および０．５９に存在する。動作帯域幅は２：１である。複合電力増幅器１００は
２２個のサブ増幅器を備えており、１つのサブ増幅器を備えたセット１１０、それぞれ４
つのサブ増幅器を備えたセット１２０、１３０、１４０および１５０、および５つのサブ
増幅器を備えたセット１６０を形成している。セット毎のサブ増幅器の数は、遷移点が互
いに比較的接近しているため、比較的少なくすることができる。遷移点における、含まれ
ているすべてのセットからのＲＦ出力電流振幅の合計は、二乗された遷移点振幅に比例し
、また、出力へ向かう残りの送信線路からの変換されたインピーダンスは、二乗された遷
移点振幅の逆に比例する。これは、一般に、完全に変換されたセットが使用される場合の
これらの増幅器に対する事例である。
【００８３】
　図２９は、直前の例示的複合電力増幅器に対する遷移点振幅を示したものである。一点
鎖線は、第１のセットのサブ増幅器に対する遷移点振幅、すなわち第１のセットによって
得られる最大出力信号振幅に対応している。小さい点線は、第１のセットおよび第２のセ
ットのサブ増幅器に対する遷移点振幅、すなわち第１のセットおよび第２のセットによっ
て得られる最大出力信号振幅に対応している。長い鎖線は、第１のセット、第２のセット
および第３のセットのサブ増幅器に対する遷移点振幅、すなわち第１のセット、第２のセ
ットおよび第３のセットのサブ増幅器によって得られる最大出力信号振幅に対応している
。鎖線は、第４のセットのサブ増幅器に対する遷移点振幅、すなわち第１のセット、第２
のセット、第３のセットおよび第４のセットのサブ増幅器によって得られる最大出力信号
振幅に対応している。細い実線は、第５のセットのサブ増幅器に対する遷移点振幅、すな
わち第１のセット、第２のセット、第３のセット、第４のセットおよび第５のセットのサ
ブ増幅器によって得られる最大出力信号振幅に対応している。太い線は、第６のセットの
サブ増幅器に対する遷移点振幅、すなわち第１のセット、第２のセット、第３のセット、
第４のセット、第５のセットおよび第６のセットのサブ増幅器によって得られる最大出力
信号振幅に対応している。
【００８４】
　さらに他の実施形態では、複合電力増幅器の極めて広い帯域動作が同じく可能である。
図３０は、１０：１帯域幅および全出力振幅の０．２２、０．３６および０．６に３つの
遷移点を有する複合電力増幅器に対する、帯域内の周波数における入力信号振幅の関数と
しての効率を示したものである。単一のサブ増幅器が第１のグループに対して使用され、
また、１８個のサブ増幅器が他の３つのセットの各々に対して使用されている。図３１は
、効率が複合電力増幅器の動作帯域幅全体にわたって実質的に一定であることを示してい
る。
【００８５】
　１つの広い帯域に対してただ単に同調する代わりに、複合電力増幅器は、複数の狭い帯
域における動作に対して設計することも可能である。この一例は図３２に示されている。
この例では、「中心周波数」の０．５から０．７までの第１の帯域Ｂ１と、１．３から１
．５までの第２の帯域Ｂ２の２つの帯域が存在している。図３２は、効率がこれらの２つ
の帯域に対して良好であることを示している。
【００８６】
　送信線路の単位長さ毎に常に損失が存在するため、送信線路または等価回路の全体の長
さを短く維持することは一般に良いことである。一方、テーパが長いほど、また、サブ増
幅器が多いほど、より広い帯域幅にわたる出力信号のリプルが小さくなる。所与の性能に
対する最良の形状またはほぼ最良の最も短いテーパ化送信線路またはステップ化インピー
ダンス線路は、上記のほとんどの例で分かるように、セット内の最初の増幅器および最後
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の増幅器の近辺における単位長さ当たりのアドミタンス増加が小さく、また、中央では変
化がより急峻であるか、またはより大きいアドミタンスを有することである。線形テーパ
または等距離の同じサイズのアドミタンスステップの使用は、この観点からは次善である
が当然可能である。例外は、上の例で分かるように、分散した第１のセットのサブ増幅器
に対して、比較的短い線形テーパ化送信線路が使用されることである。
【００８７】
　これらの増幅器を設計する場合、トランジスタサイズは、通常、そのインピーダンスプ
ロファイルに対して二次的である。サブ増幅器内のトランジスタは、必要な最大ＲＦ出力
電流を引き渡すためには十分に大きくしなければならない。トランジスタの寄生が適切に
吸収されるか、または補償される限り、大きすぎるトランジスタは問題ではない。小さす
ぎるトランジスタは、出力電力が小さいことに加えて、過剰なリプルの原因になり得る。
【００８８】
　テーパ選択および多重セクション変換器の選択に対して、Ｒ．　Ｗ．　Ｋｌｏｐｆｅｎ
ｓｔｅｉｎは、「Ａ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｌｉｎｅ　ｔａｐｅｒ　ｏｆ　ｉｍｐ
ｒｏｖｅｄ　ｄｅｓｉｇｎ，」Ｐｒｏｃ．　ＩＲＥ、ｖｏｌ．　４４、３１～３５頁、１
９５６年１月の中で、また、Ｒ．　Ｅ．　Ｃｏｌｌｉｎは、「Ｔｈｅ　ｔｈｅｏｒｙ　ａ
ｎｄ　ｄｅｓｉｇｎ　ｏｆ　ｗｉｄｅ－ｂａｎｄ　ｍｕｌｔｉｓｅｃｔｉｏｎ　ｑｕａｒ
ｔｅｒ－ｗａｖｅ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍｅｒｓ，」Ｐｒｏｃ．　ＩＲＥ、ｖｏｌ　．　４
３、１７９～１８５頁、１９５５年２月の中で、完全な負荷を有する単一の変換器に対す
る、規定された帯域幅内の反射係数を最小化する方法を教示している。
【００８９】
　本明細書における実施形態によるテーパ化送信線路はセグメントを有しており、また、
複数の変換器として作用するため、１つの変換器からの不可避的な反射は、次の変換器の
負荷を完全性に劣るものにすることになる。これは、上で言及した単一の変換器は、この
方式で縦続されると必ずしも最適ではないことを意味している。反射が十分に小さい場合
、すなわち十分に小さくなるように設計される場合、誤伝搬も同じく減少し、また、テー
パ化送信線路は、このアプリケーションに対しても依然として最適に近くなり得る。しか
しながら一般的には、セットを共最適化することによる利点が存在しており、したがって
テーパ化送信線路は不完全負荷を補償する。従来技術には存在しない、テーパまたはアド
ミタンスステップを設計するためのさらに他の態様は、個々のトランジスタにおける出力
電圧リプルの制御であり、また、より単純な駆動信号およびそれらの分配を許容するため
の熟考された過大設計である。周波数範囲全体にわたる電圧リプルは、いくつかの周波数
領域で電圧アンダシュートをもたらして効率を低下させるか、あるいは電圧オーバシュー
トをもたらしてトランジスタを飽和させることになり、また、出力の非直線性をもたらす
。
【００９０】
　好ましいことには、セットの末端以外の送信線路に沿った他の点におけるサブ増幅器の
出力電圧に対する周波数応答は大きさが限られており、したがってサブ増幅器が過剰駆動
されて飽和することはない。重み係数は、この要求事項の実現を促進するために調整する
ことができる。また、増幅器は、最小通用設計と比較して過大設計することも可能であり
、すなわち単一重み係数を許容して駆動信号の生成を単純にするために、単位長さ当たり
のアドミタンス増加がより小さいより長いテーパ、およびより多く、かつ、より小さいサ
ブ増幅器を有することも可能である。
【００９１】
　トランジスタの出力における寄生リアクタンスは、多くの方法で処理することができる
。トランジスタ出力ノードにおける純キャパシタンスは、通常、送信線路の縦続中に吸収
して、このキャパシタンスの「合成」送信線路、およびより大きいインピーダンスのより
短い送信線路を構築することができる（別法としては直列インダクタンスのみを使用する
ことができる）。導線インダクタンスは、人工（すなわち合成）送信線路内の直列インダ
クタンス間に負の相互インダクタンスを使用することによって相殺することができ、Ｅ．
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　Ｇｉｎｚｔｏｎらの「Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｍｐｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ”、Ｐｒ
ｏｃ．　ＩＲＥ、ｖｏｌ．　３６、９５６～９６９頁、１９４８年８月を参照されたい。
一般に高周波動作には、ほとんど合成送信線路が必要であり、すなわちトランジスタキャ
パシタンスおよび／または多くのトランジスタによって提供される送信線路のキャパシタ
ンスのほとんどが必要である。
【００９２】
　本明細書における実施形態による複合電力増幅器は、トランジスタの出力における分路
損失に対して比較的鈍感である。複合電力増幅器は、この点に関して、通常、多段Ｄｏｈ
ｅｒｔｙ増幅器よりも良好である。これらの増幅器は、帯域幅全体にわたって一様に動作
するように構築することができるため、したがってこれらの損失に対する感度も同じく帯
域幅全体にわたってほぼ一様にすることができる。
【００９３】
　実施形態の高い効率は、高効率動作モード、例えばＢ級動作、Ｃ級動作またはＦ級動作
が使用される場合に得ることができる。極めて広い帯域幅を有する増幅器は、サブ増幅器
内のプッシュ－プル結合トランジスタなどの特殊な設計を必要とすることがある。このよ
うな場合、実施形態は、差動信号を提供するために入力にバランを使用して差別的に実現
することができ、また、残りの増幅器を完全に差動にすることができる。他の実施態様も
同じく実行可能であり、また、使用される特定の回路技法は、帯域幅および他の要求事項
によって与えられる。
【００９４】
　他の増幅器技法との組合せも同じく可能である。上で示したように、遷移点における先
行するセットに対するＲＦ出力電流および電圧は、全出力におけるそれらの値に常に十分
に近づけることができる。それは、任意の技法を使用して構築された任意の増幅器を第１
のセットとして代用することができ、また、残りの増幅器が本発明に従って構築されるこ
とを意味している。
【００９５】
　図３３は、一例示的ユーザ機器１０００を示したものである。
【００９６】
　本明細書において使用されているように、「ユーザ機器」という用語は、移動電話、セ
ルラ電話、無線通信機能を装備したパーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）、スマー
トフォン、内部または外部移動広帯域モデムを装備したラップトップまたはパーソナルコ
ンピュータ（ＰＣ）、無線通信機能を装備したタブレットＰＣ、携帯型電子無線通信デバ
イス、無線通信機能を装備したセンサデバイス、等々を意味することができる。センサは
、風、温度、気圧、湿度、等々などの任意の種類の気象センサであってもよい。さらに他
の例として、センサは、光センサ、電子スイッチ、マイクロホン、拡声器、カメラセンサ
、等々であってもよい。
【００９７】
　ユーザ機器１０００は、処理回路１０１０および／またはメモリ１０２０を備えること
ができる。
【００９８】
　さらに、ユーザ機器１０００は、上で説明した実施形態による複合電力増幅器１００を
備えている。別の表現をすると、ユーザ機器１０００は、本明細書において開示されてい
る複合電力増幅器１００であってもよい複合電力増幅器１０３０を備えることができる。
【００９９】
　ユーザ機器１０００は、例えば無線信号の形態のデータの送信および受信を容易にする
ための追加トランシーバ回路機構（図示せず）をさらに備えることができる。
【０１００】
　図３４は、一例示的無線ネットワークノード２０００を示したものである。
【０１０１】
　本明細書において使用されているように、「無線ネットワークノード」という用語は、
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ユーザ機器（ＵＥ）とネットワークの間の無線通信を容易にする１つの機器を意味するこ
とができる。したがって「無線ネットワークノード」という用語は、基地局（ＢＳ）、ト
ランシーバ基地局（ＢＴＳ）、無線基地局（ＲＢＳ）、いわゆる第３世代（３Ｇ）ネット
ワークにおけるＮｏｄｅＢ、Ｌｏｎｇ－Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＬＴＥ）ネット
ワークにおけるエボルブドＮｏｄｅ　Ｂ、ｅＮｏｄｅＢまたはｅＮＢ、等々を意味するこ
とができる。ＵＭＴＳ地上無線アクセスネットワーク（ＵＴＲＡＮ）ネットワークであっ
て、ＵＭＴＳはＵｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏ
ｎｓ　Ｓｙｓｔｅｍ（ユニバーサル移動電気通信システム）の略称であるネットワークで
は、「無線ネットワークノード」という用語は、無線ネットワークコントローラを同じく
意味することができる。さらに、移動通信のためのグローバルシステム（ＧＳＭ）ＥＤＧ
Ｅ無線アクセスネットワーク（ＧＥＲＡＮ）であって、ＥＤＧＥはＥｎｈａｎｃｅｄ　Ｄ
ａｔａ　ｒａｔｅｓ　ｆｏｒ　ＧＳＭ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＧＳＭ拡張のための拡張型
データ通信速度）の略称であるネットワークでは、「無線ネットワークノード」という用
語は、基地局コントローラ（ＢＳＣ）を同じく意味することができる。
【０１０２】
　無線ネットワークノード２０００は、処理回路２１０および／またはメモリ２２０を備
えることができる。
【０１０３】
　さらに、無線ネットワークノード２０００は、上で説明した実施形態による複合電力増
幅器１００を備えている。別の表現をすると、無線ネットワークノード２０００は、本明
細書において開示されている複合電力増幅器１００であってもよい複合電力増幅器２３０
を備えることができる。
【０１０４】
　無線ネットワークノード２０００は、例えば無線信号の形態のデータの送信および受信
を容易にするための追加トランシーバ回路機構（図示せず）をさらに備えることができる
。
【０１０５】
　本明細書において使用されているように、「処理回路」という用語は、処理ユニット、
プロセッサ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレ
イ（ＦＰＧＡ）、等々であってもよい。一例として、プロセッサ、ＡＳＩＣ、ＦＰＧＡ、
等々は、１つまたは複数のプロセッサカーネルを備えることができる。いくつかの例では
、処理回路は、ソフトウェアモジュールまたはハードウェアモジュールによって具体化す
ることができる。任意のこのようなモジュールは、本明細書において開示されている決定
手段、予測手段、捕獲手段、結合手段、比較手段、識別手段、選択手段、受信手段、送信
手段、等々であってもよい。一例として、「手段」という表現は、決定ユニット、選択ユ
ニット、等々などのユニットであってもよい。
【０１０６】
　本明細書において使用されているように、「メモリ」という用語は、ハードディスク、
磁気記憶媒体、携帯型コンピュータディスケットまたはディスク、フラッシュメモリ、ラ
ンダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、等々を意味することができる。さらに、「メモリ」と
いう用語は、プロセッサの内部レジスタメモリ、等々を意味することができる。
【０１０７】
　本明細書において使用されているように、「数」、「値」という用語は、二進数、実数
、虚数または有理数、等々などの任意の種類の数字であってもよい。さらに、「数」、「
値」は、文字または文字の列などの１つまたは複数の字であってもよい。また、「数」、
「値」という用語は、ビット列すなわちビットの列によって表すことも可能である。
【０１０８】
　本明細書において使用されているように、「いくつかの実施形態では」という表現は、
説明されている実施形態の特徴は、本明細書において開示されている任意の他の実施形態
と組み合わせることができることを示すために使用されている。
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【０１０９】
　様々な態様の実施形態が説明されているが、その実施形態の多くの異なる改変、修正、
等々は、当業者には明らかになるであろう。したがって説明されている実施形態には、本
開示の範囲を制限することは意図されていない。
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